
（添付ファイル 第8号様式）

（単位：百万円）

採択年 総事業費 進捗率

～ 工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

H10 2,007 86.2%

～ 2,007 86.2%

【事業目的】
地域の林業基盤施設として、
骨格的な林道を整備し森林資
源の有効利用、森林施業の
促進による公益的機能の発
揮のため，波留地区と相津地
区の集落間を連絡し、効率的
な施業・生産・流通を図ること
を目的とする。

H32 - -

委員会
意見概要

事
業
方
針

③

【全体事業概要】
延長：5,838ｍ
幅員：4.0ｍ
利用区域面積：204ha

延長：4,790ｍ 松阪市では，平成
２６年度を始期とする
総合計画を樹立し、
効率的かつ安定的
な林業経営の基盤
づくりを目標に掲げ、
その実現のため行政
が果たすべき役割と
して、路網整備をあ
げている。

森林組合が所有者
に森林施業プランを
提案して、施業地の
集約化を図る「提案
型集約化施業」が行
われている。

平成２６年度から松
阪市内で木質バイオ
マス発電開始され、
間伐材の買い取り制
度が始まった。これ
によりこれまで放置
されてきた間伐材が
搬出されてきてい
る。

全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済
情勢等の動向事業進捗内容

【費用対便益分析結果】
Ｂ/Ｃ＝42.7億円/32.2億
円＝1.33

【コスト縮減】
地形に沿った波形線形の
採用や、路肩の縮減、コ
ンクリート擁壁工に替えて
補強土壁工を積極的に活
用することにより、土工量
の低減し、コスト縮減を図
る。

【代替案】
当路線の利用区域内の
森林整備を図る必要があ
ることから、当林道を開設
する以外に代替案はな
い。

事業方針
概要

平成２７年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

今後の事業の
見通し

事

業

名

番

号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・
代替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

コスト縮減と環境配
慮に努めながら、早
期完成を目指し、事
業を継続する。

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。

継
続

【課題】
森林資源の有効活用や森林施
業の促進による公益的機能の
発揮のため、早期の事業完成を
推進する必要があります。

【解決方針】
当該事業は国庫補助事業で進
めており、十分な予算措置がな
されるよう国に要望しながら必
要な予算の確保に努め、早期
完了に努めてまいります。

林
道
事
業

1

波
留
相
津
線

松
阪
市

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（添付ファイル 第8号様式）

（単位：百万円）

採択年 総事業費 進捗率

～ 工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

委員会
意見概要

事
業
方
針

全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済
情勢等の動向事業進捗内容

事業方針
概要

平成２７年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

今後の事業の
見通し

事

業

名

番

号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・
代替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

H18 1,917 94.0%

～ 1,036 90.0%

【事業目的】
安全で円滑な交通の確保を

図り、関連する事業と一体的
に整備を行う。

H29 881 100.0%

道
路
事
業

2

一
般
国
道
４
７
７
号
西
浦
Ｂ
Ｐ

四
日
市
市

②

【全体事業概要】
延長L=460m
幅員W=6.0(7.5)m
除去踏切 1箇所

主要構造物
函渠 1基

整備済延長
L=460m

うち暫定供用延長
L=460m

事業箇所周辺には
市街地が形成されて
おり、区画整理事業
等によって土地利用
の高度化が見込ま
れ、引き続き人口集
積が予想されます。
四日市市の総人口
は微減であるもの
の、市街地について
は増加傾向にあるこ
とから、依然として事
業の必要性は高いも
のと考えます。

【費用対効果分析】
B/C=2.0

【コスト縮減】
・仮線軌道設備につい
て、近鉄沿線の老朽化し
た線路の復旧に再利用
すること、また他事業と一
体的に整備することに
よってコスト縮減を図って
いきます。

【代替案】
事業の進捗状況及び費
用対効果分析結果から、
代替案はありません

平成29年度の完成
に向けて事業を推進
します。

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。

継
続

【課題】
今回の再評価対象事業は、
地域間の連携機能の充実や
異常気象、災害時における
孤立の防止や幅員狭小区間
の解消など、安全で円滑な
交通を確保するものであるこ
とから、確実な整備の推進が
必要です。

【解決方針】
今後も引き続き市町や関係
機関との連携を図り、事業の
早期完成に努めます。

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（添付ファイル 第8号様式）

（単位：百万円）

採択年 総事業費 進捗率

～ 工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

委員会
意見概要

事
業
方
針

全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済
情勢等の動向事業進捗内容

事業方針
概要

平成２７年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

今後の事業の
見通し

事

業

名

番

号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・
代替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

H18 2,940 17.0%

～ 2,529 11.0%

【事業目的】
幅員狭小区間を解消し、安

全で円滑な交通の確保を図
る。

H33 411 55.0%

②

【全体事業概要】
延長L=1,300m
幅員W=6.0(11.25)m

主要構造物
橋梁 2橋

整備済延長
L=80m

うち供用延長
L=80m

一志出家線と高野団
地を繋ぐ市道高野田
尻線は、平成20年の
踏切区間の拡幅工
事により全線改良さ
れていることから、当
該事業の必要性は
ますます高まってい
ます。

道
路
事
業

3

一
般
県
道
一
志
出
家
線

津
市

【費用対効果分析】
B/C=1.4

【コスト縮減】
耐候性鋼材の使用、張コ
ンクリート工の施工、LED
照明の採用によりコスト
の縮減を図ります。

【代替案】
既に多くの用地取得が進
んでおり、代替案はありま
せん。

用地買収の推進と橋
梁部の早期着手を
図り、平成33年度の
全線供用に向けて事
業を推進します。

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。

継
続

【課題】
今回の再評価対象事業は、
地域間の連携機能の充実や
異常気象、災害時における
孤立の防止や幅員狭小区間
の解消など、安全で円滑な
交通を確保するものであるこ
とから、確実な整備の推進が
必要です。

【解決方針】
今後も引き続き市町や関係
機関との連携を図り、事業の
早期完成に努めます。

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（添付ファイル 第8号様式）

（単位：百万円）

採択年 総事業費 進捗率

～ 工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

委員会
意見概要

事
業
方
針

全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済
情勢等の動向事業進捗内容

事業方針
概要

平成２７年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

今後の事業の
見通し

事

業

名

番

号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・
代替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

H2 12,200 43.0%

～ 11,850 42.0%

【事業目的】
幅員狭小や線形不良の区

間を解消し、安全で円滑な交
通の確保を図るとともに、事
前通行規制の解消を図りま
す。

H36 350 74.0%

③

【全体事業概要】
延長L=3,920m
幅員W=5.5(7.0)m

主要構造物
トンネル 1本
橋梁 9橋

整備済延長
L=1,930m

うち供用延長
L=380m

伊賀地域と中勢地域
を最短で結ぶ道路で
あり、緊急輸送道路
の指定を受けている
ことなどから、当該事
業の必要性に変化
はありません。

【費用対効果分析】
B/C=1.1

【コスト縮減】
耐候性鋼材の使用による
維持管理コストの縮減を
図っています。
また、法面に防草対策に
より持管理コストの縮減
を図っています。

【代替案】
平成17年度再評価時に
実施した計画変更におい
て、ルートの比較選定を
実施したうえで決定したも
のであることから、これに
対する代替案はありませ
ん。

平成３６年度の全線
供用に向け事業を推
進します。

第２回委員会で
事業の必要性に
ついて、より明
確な説明を求め
た結果、前回の
問題点の説明が
なされ、事業継
続の妥当性が認
められたことか
ら事業継続を了
承する。

なお、事業期
間が長期にわた
ることから、事業
期間の短縮とコ
スト縮減を図り、
事業の早期完成
に努められた
い。 継

続

【課題】
・今回の再評価対象事業は、
地域間の連携機能の充実や
異常気象、災害時における
孤立の防止や幅員狭小区間
の解消など、安全で円滑な
交通を確保するものであるこ
とから、確実な整備の推進が
必要です。
・事業期間が長期にわたる
事業は、事業期間の短縮と
コスト縮減を図る必要があり
ます。

【解決方針】
・新技術の採用を積極的に
検討するなど、事業期間の
短縮やコスト縮減に努めま
す。
・今後も引き続き市町や関係
機関との連携を図り、事業の
早期完成に努めます。

道
路
事
業

4

一
般
国
道
３
６
８
号
仁
柿
峠
バ
イ
パ
ス

松
阪
市

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（添付ファイル 第8号様式）

（単位：百万円）

採択年 総事業費 進捗率

～ 工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

委員会
意見概要

事
業
方
針

全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済
情勢等の動向事業進捗内容

事業方針
概要

平成２７年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

今後の事業の
見通し

事

業

名

番

号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・
代替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

H7 2,010 50.0%

～ 1,944 48.0%

【事業目的】
幅員狭小や線形不良の区

間を解消し、安全で円滑な交
通の確保を図るとともに、通
行止区間の解消を図る。

H28 66 100.0%

③

【全体事業概要】
延長L=850m
幅員W=5.5(7.0)m

主要構造物
トンネル 1本
橋梁 1橋

整備済延長
L=260m

うち供用延長
L=260m

生活に欠かすことの
できない重要な道路
であることから、当該
事業の必要性に変
化はありません。
大杉谷登山歩道が
全線供用開始をし、
平成１６年度の災害
により通行止めと
なっている県道大杉
谷海山線も平成２８
年度の供用開始を
予定しています。こ
れにより、、大杉地
区の自然豊かな観
光資源へのアクセス
性が向上し、大台町
への観光客の増加
が期待され、これら
の観光地への利便
性が一層向上するこ
ととなり、観光産業
の支援に繋がるもの
と期待されていま
す。

【費用対効果分析】
B/C=1.1

【コスト縮減】
トンネル照明は、器具の
技術が向上しており、最
新の照明器具の導入を
検討し、視認性や安全性
を確認しながら導入を検
討し、コスト縮減に努めま
す。

【代替案】
事業の進捗状況及び費
用対効果分析結果から、
代替案はありません。

平成２８年度の全線
供用に向け事業を推
進します。

道
路
事
業

5

一
般
国
道
４
２
２
号
八
知
山
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幅

多
気
郡
大
台
町

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。

継
続

【課題】
今回の再評価対象事業は、
地域間の連携機能の充実や
異常気象、災害時における
孤立の防止や幅員狭小区間
の解消など、安全で円滑な
交通を確保するものであるこ
とから、確実な整備の推進が
必要です。

【事業方針】
今後も引き続き市町や関係
機関との連携を図り、事業の
早期完成に努めます。

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（添付ファイル 第8号様式）

（単位：百万円）

採択年 総事業費 進捗率

～ 工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

委員会
意見概要

事
業
方
針

全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済
情勢等の動向事業進捗内容

事業方針
概要

平成２７年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

今後の事業の
見通し

事

業

名

番

号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・
代替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

S61 14,565 92.0%

～ 10,355 88.0%

【事業目的】
国道167号の交通渋滞を解

消し、安全で円滑な交通の確
保を図る。

H29 4,210 100.0%

道
路
事
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③

【全体事業概要】
延長 L=7,650ｍ

幅員 W=6.5(12.25)ｍ

主要構造物
トンネル 1本
橋梁 5橋

整備済延長
L=4,210m

うち供用延長
L=4,210m

主要構造物
（整備済）
トンネル 1本
橋梁 4橋

平成２５年９月には、
高速道路に連絡する
第二伊勢道路が開
通しました。このこと
により、高速道路を
利用して、志摩地域
に訪れる観光客の利
便性が向上していま
す。
また、平成２８年の
伊勢志摩サミット開
催による全国的な知
名度向上により、将
来の観光客の増加
が見込まれていま
す。
また、東日本大震災
以降、志摩市におい
ても大規模地震によ
る津波被害が想定さ
れ、防災対策への意
識が高まっていま
す。

【費用対効果分析】
B/C=1.9

【コスト縮減】
LED照明の採用、少数主
桁の採用、張コンクリート
工の施工によりコストの
縮減を図ります。

【代替案】
未供用区間の用地買収も
完了していること及び現
在も市街地部で渋滞して
いることから、代替案はあ
りません。

平成２９年度の全線
供用に向けて事業を
推進します。

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。

継
続

【課題】
今回の再評価対象事業は、
地域間の連携機能の充実や
異常気象、災害時における
孤立の防止や幅員狭小区間
の解消など、安全で円滑な
交通を確保するものであるこ
とから、確実な整備の推進が
必要です。

【解決方針】
今後も引き続き市町や関係
機関との連携を図り、事業の
早期完成に努めます。

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（添付ファイル 第8号様式）

（単位：百万円）

採択年 総事業費 進捗率

～ 工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

委員会
意見概要

事
業
方
針

全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済
情勢等の動向事業進捗内容

事業方針
概要

平成２７年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

今後の事業の
見通し

事

業

名

番

号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・
代替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

H18 1,571 75.0%

～ 1,310 70.0%

【事業目的】
未改良区間を解消し、安全

で円滑な交通の確保を図る。

H31 261 100.0%

道
路
事
業

7

主
要
地
方
道
磯
部
大
王
線
志
島
バ
イ
パ
ス

志
摩
市

②

【全体事業概要】
延長L=1,900m
幅員W=6.0(7.5)m

主要構造物
橋梁 1橋

整備済延長
L=1,200m

うち供用延長
L=0m

平成２５年９月には、
高速道路に連絡する
第二伊勢道路が開
通しました。このこと
により、高速道路を
利用して、志摩地域
に訪れる観光客の利
便性が向上していま
す。
また、平成２８年の
伊勢志摩サミット開
催による全国的な知
名度向上により、将
来の観光客の増加
が見込まれていま
す。

【費用対効果分析】
B/C=1.5

【コスト縮減】
張コンクリート工の施工、
他工事との土砂の流用に
よりコストの縮減を図りま
す。

【代替案】
用地買収は完了し、完成
に向けて全線に渡り工事
を進めている状況である
こと、現道の状況は現在
も変わらず危険な状況で
あり、総合的に判断した
結果、代替案はありませ
ん。

平成３１年度の全線
供用に向けて事業を
推進します。

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。

継
続

【課題】
今回の再評価対象事業は、
地域間の連携機能の充実や
異常気象、災害時における
孤立の防止や幅員狭小区間
の解消など、安全で円滑な
交通を確保するものであるこ
とから、確実な整備の推進が
必要です。

【解決方針】
今後も引き続き市町や関係
機関との連携を図り、事業の
早期完成に努めます。

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（添付ファイル 第8号様式）

（単位：百万円）

採択年 総事業費 進捗率

～ 工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

委員会
意見概要

事
業
方
針

全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済
情勢等の動向事業進捗内容

事業方針
概要

平成２７年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

今後の事業の
見通し

事

業

名

番

号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・
代替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

H8 10,900 70.0%

～ 10,202 68.0%

【事業目的】
幅員狭小や線形不良の区

間を解消し、安全で円滑な交
通の確保を図るとともに、事
前通行規制の解消を図る。

H29 698 100.0%

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。

継
続

道
路
事
業

8

一
般
国
道
4
2
2
号
三
田
坂
バ
イ
パ
ス

伊
賀
市

③

【全体事業概要】
延長L=5,100m
幅員W=6.0(7.5)m

主要構造物
トンネル 1本
橋梁 8橋

整備済延長
L=1,660m

うち供用延長
L=1,660m

主要構造物（整備
済）

橋梁N=6橋

伊賀市諏訪・丸柱地
区から伊賀市街地ま
でを結ぶ路線であ
り、同地区の住民に
とっては生活に欠か
すことのできない重
要な道路であること
から、当該事業の必
要性に変化はありま
せん。
さらに小学校が合併
したことにより、ス
クールバスの通学路
として利用すること
から重要度は高まっ
ている。

【課題】
今回の再評価対象事業は、
地域間の連携機能の充実や
異常気象、災害時における
孤立の防止や幅員狭小区間
の解消など、安全で円滑な
交通を確保するものであるこ
とから、確実な整備の推進が
必要です。

【解決方針】
今後も引き続き市町や関係
機関との連携を図り、事業の
早期完成に努めます。

【費用対効果分析】
B/C=1.7

【コスト縮減】
橋梁の耐候性鋼材の使
用や、張コンクリートによ
る防草対策、トンネル及
び橋梁の照明にLEDの使
用、トンネル掘削残土の
他工事流用によりコスト
縮減を図っています。

【代替案】
用地買収が完了し、事業
の進捗が平成２６年度末
時点で７０％であることか
ら、代替案はありません。

平成２９年度の全線
供用に向け事業を推
進します。

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（添付ファイル 第8号様式）

（単位：百万円）

採択年 総事業費 進捗率

～ 工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

委員会
意見概要

事
業
方
針

全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済
情勢等の動向事業進捗内容

事業方針
概要

平成２７年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

今後の事業の
見通し

事

業

名

番

号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・
代替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

H18 3,300 32.0%

～ 3,100 32.0%

【事業目的】
国道368号の渋滞解消を図

る。

H32 200 36.0%

【費用対効果分析】
B/C=5.9

【コスト縮減】
LED照明による維持管理
費の削減を行い、コスト
縮減を図っています。

【代替案】
現道を拡幅していく事業
であり他のルートがない
こと、用地はおおよそ確
保済みとなっていることか
ら、代替案はありません。

平成３２年度の全線
供用に向け事業を推
進します。

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。

ただし、渋滞緩
和効果につい
て、より現実的
でわかりやすい
説明をされた
い。

継
続

【課題】
・今回の再評価対象事業は、
地域間の連携機能の充実や
異常気象、災害時における
孤立の防止や幅員狭小区間
の解消など、安全で円滑な
交通を確保するものであるこ
とから、確実な整備の推進が
必要です。
・事業説明においては、事業
効果をより明確に説明すると
ともに、渋滞緩和効果をより
分かりやすく説明する必要が
あります。

【解決方針】
・事業説明においては、事業
効果をより明確に説明すると
ともに、より現実的で分かり
やすい様に工夫した説明に
努めます。
・今後も引き続き市町や関係
機関との連携を図り、事業の
早期完成に努めます。

道
路
事
業

9

一
般
国
道
３
６
８
号
大
内
拡
幅

伊
賀
市

②

【全体事業概要】
延長L=5,100m
幅員W=13.0(20.0)m

主要構造物
橋梁 2橋

整備済延長
L=1,200m

うち供用延長
L=0m

伊賀地域二次救急
医療輪番体制が確
立されており、救急
搬送は国道３６８号
を用いています。
このことから、当事
業の必要性に変化
はありません。

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（添付ファイル 第8号様式）

（単位：百万円）

採択年 総事業費 進捗率

～ 工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

委員会
意見概要

事
業
方
針

全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済
情勢等の動向事業進捗内容

事業方針
概要

平成２７年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

今後の事業の
見通し

事

業

名

番

号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・
代替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

Ｈ２２ 8,937 10%

～ 6,605 14%

【事業目的】
相川・天神川沿川の浸水被害
防止を目的とし、河道改修を
実施することにより計画流量
に対する流下能力を確保し、
治水安全度の向上を図りま
す。 Ｈ５１ 2,332 0.3%

【実施事業内容】
・築堤工L=386m
・護岸工L=441m
・用地補償 1式

【以降事業内容】
・築堤工L=  3,014m
・掘削工
         V=167,655m3

・護岸工L=  7,859ｍ
・樋門・樋管 27基
・橋梁 27橋
・堰 6基
・用地補償 1式

(周辺環境の変化)
中・下流部は、JR

線、近鉄線や国道23
号、中勢バイパス、
国道165号沿道を中
心に市街地が形成さ
れ、引き続き流域内
の土地利用の高度
化が予想されます。

津市の総人口は、
整備計画を策定した
平成22年に比べると
微増しており、流域
周辺についても増加
傾向にあります。

①B/C＝25.0
資産データなどを最新の
ものに更新した結果、想
定氾濫区域内の事業所
数や延床面積等の資産
評価額等が増加したこと
により、被害額が大きく
なった結果、費用便益比
が大きくなったと考えられ
ます。

②河床掘削等による発生
土を築堤工事に有効利用
し、建設副産物の発生抑
制に努めています。更
に、護岸材料、工法を選
定する際は、新技術等の
情報収集を行いコスト縮
減に努めています。

③流域内の開発が進ん
でいる中で、遊水地・調節
池として、新たに広大な
用地を取得することや、
補償することは困難であ
るとともに、放水路案につ
いては、鉄道、幹線道路
等を横断することから、施
工時に公共交通の運行
等に影響が生じることが
考えられるため、現在の
河道改修による計画が妥
当と考えています。

治水安全度の向上
のため、継続して事
業の推進を図りま
す。

平成５１年度の完成
を目標として、上流
部の整備を予定して
います。

河
川
事
業

10

二
級
河
川
相
川

広
域
河
川
改
修
事
業

津
市

③

【全体事業概要】
全体事業費8,937百万円
計画延長

（相川）   L=5,500m
（天神川）   L=800m

・築堤工 L=  3.4千m
・掘削工 V=167千ｍ3
・護岸工 L=  8.3千ｍ
・橋梁 27橋
・堰 6基
・樋門・樋管 27基
・用地補償 1式

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。

継
続

【課題】
平成２７年度までに、相川

の河口部から天神川合流点
までの右岸側について、堤
防の改修を完了しました。引
き続き上流の改修を進める
予定です。

しかしながら、事業完成ま
でには多大な事業費と時間
を要することから、早期に事
業効果を発現させる必要が
あります。

【解決方針】
現在は、概ね３０年間で整

備する内容をとりまとめた
「河川整備計画」に基づき事
業を実施しており、引き続
き、平成５１年度の完成を目
標に、天神川合流点から上
流の区間において、橋梁の
架け替えや河川の拡幅など
を実施します。

原則として、下流から上流
に向けて順次整備を進める
こととしており、用地買収が
完了している中流部の改修
を進めるなど、早期に事業効
果が発現できるよう努めてま
いります。

また、公共工事間におい
て、現場発生残土を有効利
用するなどコスト縮減に努め
ます。

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（添付ファイル 第8号様式）

（単位：百万円）

採択年 総事業費 進捗率

～ 工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

委員会
意見概要

事
業
方
針

全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済
情勢等の動向事業進捗内容

事業方針
概要

平成２７年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

今後の事業の
見通し

事

業

名

番

号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・
代替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

10,565 76.0%

9,927 74.0%

【事業目的】
踏切を除去し、道路を整備す
ることによって自動車交通の
円滑化を図り、安全な交通機
能を確保するとともに、「国道
477号西浦バイパス道路改築
事業」、「二級河川三滝川河
川改修事業」を一体的に整備
し、鉄道を高架化することに
よって総合的なまちづくりを
行っていきます。

638 100.0%

【費用対便益分析】
B/C=1.5

【コスト縮減】
・ 高架橋の施工方法を
「単線分割施工方式」から
「複線一括施工方式」に
見直すことにより、高架橋
の断面、鉄筋量を少なく
し、コスト縮減を図りま
す。
・ 高架線への切り換えに
よって不要となった仮線
マクラギやレール等の軌
道設備について、近鉄沿
線の老朽化した線路の復
旧に再利用することに
よってコスト縮減を図りま
す。
・ 街路事業による鉄道高
架化、道路事業によるバ
イパス整備、河川事業に
よる橋梁改築等を一体的
に整備することによって
総合的なコスト縮減を
図っていきます。

【代替案】
事業の進捗状況及び費
用対効果分析結果から、
代替案はありません。

上り線が高架線に切
り替わることによって
残り３箇所の踏切を
除去し、その後側
道、公園等の復旧を
行い平成２９年度末
に事業完了する予定
です。

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。

継
続

① 平成２６年度末の
事業進捗率は７６％
（工事７４％、用地１
００％）となっていま
す。
② これまでに（都）
四日市関ヶ原線を供
用（近鉄仮線による
高さ制限あり）し、１
箇所の踏切を除去し
ました。
③ 鉄道については
平成２６年度に下り
線を高架線に切り替
え済みであり、現在
上り線の高架化を推
進中です。

事業箇所周辺には
市街地が形成されて
おり、区画整理事業
等によって土地利用
の高度化が見込ま
れ、引き続き人口集
積が予想されます。
四日市市の総人口
は微減であるもの
の、市街地について
は増加傾向にあるこ
とから、依然として事
業の必要性は高いも
のと考えます。

【課題】
本事業は、川原町駅付近

において踏切部で人と車が
輻輳し非常に危険な状況で
あることや鉄道により地域が
分断されまちづくりの支障と
なっていることから、四日市
市や地域住民から早期整備
が望まれています。

【解決方針】
今後の事業執行について

は、引き続き四日市市や近
鉄との連携を図り、早期完成
に向け計画的で効率的な事
業執行に努めます。

街
路
事
業
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近
鉄
名
古
屋
線
川
原
町
駅
付
近

（
連
続
立
体
交
差

）

四
日
市
市

②

【全体事業概要】
延長 L=680m
除去踏切 N=4箇所

H18

～

H29

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（添付ファイル 第8号様式）

（単位：百万円）

採択年 総事業費 進捗率

～ 工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

委員会
意見概要

事
業
方
針

全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済
情勢等の動向事業進捗内容

事業方針
概要

平成２７年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

今後の事業の
見通し

事

業

名

番

号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・
代替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

【全体事業概要】
○取水・導水施設
長良川取水所、導水ポンプ所
○浄水施設
播磨浄水場増設、大里浄水
場築造
○導水・送水管路施設
導水管路布設L=90.7km
送水管路布設L=75.3km
導水ポンプ所築造、調整池築
造、加圧ポンプ所築造

H5 91,962 59.0%

～ 82,657 59.0%

H36 3,138 48.8%

人口減少等に伴う水需要
の低迷や、水道インフラの大
規模な更新時期を迎え、非
常に厳しい経営環境が継続
することが推測されることか
ら、今後の更新需要及び財
政収支の見通しを把握し、県
環境生活部とともに受水市
町における将来の水需要を
精査しながら、中長期的な経
営計画を策定していきます。

また、今後の施設整備につ
いては、引き続き、受水市町
や地元関係機関との綿密な
連携を図り、計画的かつ効
率的な事業執行に努めてい
きます。

③

【事業実施内容】
（北勢系）H10～
播磨浄水場拡張
（18,000m3/日）１式
潤田送水ポンプ所
１式
野々田調整池 １式
など
実行済：16,991百万
円
進捗率(事業費)：
80.7%

（中勢系）H5～H9
大里浄水場
（58,800m3/日）１式
芸濃送水ポンプ所
１式
安濃調整池 １式
実行済：37,281百万
円
進捗率(事業費)：
52.6%

【以降実施内容】

取水所・導水ポンプ
所 １式
大里浄水場整備 1
式など
(北勢系)
残事業費：4,067百万
円
(中勢系)
残事業費：33,623百
万円

水需要への影響要
因の動向

①人口の動向
給水対象市町の人

口は平成20年度を
ピークに微減傾向に
あります。

②水需要の動向
給水対象市町の水

需要（一日最大給水
量）は、節水型機器
の普及、水使用行動
の変化を受けて近年
では微減傾向にあ
り、前回再評価時の
推計値を下回る結果
となっています。
（H30年度推計値 前
回：484,221m3/日
今回：478,199m3/
日）

③渇水発生状況
近年、給水支障に

は至らないまでも、
節水が実施されるこ
ともあり、受水市町
からの、渇水時にお
ける安定給水への要
望は変化することな
く、水源の多重化が
求められています。

水
道
施
設
整
備
事
業
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北
中
勢
水
道
用
水
供
給
事
業

桑
名
市
・
四
日
市
市
・
鈴
鹿
市
・
亀
山
市
・
木
曽
岬
町
・
川
越
町
・
朝
日
町
・
菰
野
町
・
津
市
・
松
阪
市

【事業目的】
三重県北勢地域の３市４町（桑名
市、四日市市、鈴鹿市、木曽岬
町、川越町、朝日町、菰野町：以
下、北勢系）を対象に、一日最大
給水量131,300ｍ3を、中勢地域
の２市（津市、松阪市：以下、中
勢系）を対象に、一日最大給水
量81,416ｍ3の供給を行ってきま
した。
これら受水市町から三重県に対
して、さらなる将来の水需要を市
町単独での水源開発で賄うこと
は困難であるとして、新規受水の
申し込みがあったため、長良川
河口堰を水源として北勢系（亀山
市を加えた４市４町）に一日最大
給水量47,600ｍ3を、中勢系に一
日最大給水量83,584ｍ3を給水
することを目的に事業を開始しま
した。
その後、平成20年に、北部広域
圏広域的水道整備計画（平成19
年変更）に基づいた事業縮小を
経て、現在は、一日最大給水量
北勢系 18,000ｍ3、中勢系58,800
ｍ3で全部給水を行っています。

【費用対効果分析】
2.68（Ｂ／Ｃ＝5,569.6億円

／2,076.9億円）

【コスト縮減】
事業執行の精算により、事

業費は、前回再評価時
（96,088百万円）から、約４１
億円の縮小となっています。
残事業についても新技術の
採用や施工方法の見直しを
行うほか、質を維持しつつ経
済性を追求した入札契約制
度を検討するなど、コストの
縮減を念頭においた円滑な
事業の推進を図っていきた
いと考えています。

【代替案】
①水源の見直し：受水市町
において、他水源の確保が
困難なために、長良川河口
堰へ水源を求めたものであ
り、河口堰以外に安定した
水源が存在しません。
②水道事業の統合：本事業
は１０市町を給水対象とし、
広域的に整備を行うための
水道用水供給事業です。
【新技術の活用】

新技術活用の可能性：高
度浄水施設（活性炭処理）
の導入をすでに採用してお
り、現時点では、本事業の
基本計画に関わるような新
技術の開発は確認されてお
りません。 ただし、個々の
工事については、管路にお
ける耐震管の採用やコスト
縮減につながる新技術を積
極的に採用していきます。

関係機関との調整
を行いながら、県と
受水市町との連携に
よる水道整備（事業
推進）を引き続き
行っていきます。

継続審査を行っ
た結果、前回の
問題点の説明が
なされ、事業継
続の妥当性が認
められたことか
ら事業継続を了
承する。

継

続

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業


